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連結株主資本等変動計算書 (平成29年4月1日から平成30年3月31日まで)

（単位　百万円）

当期首残高 419,524 386,873 1,949,960 △ 132,063 2,624,294

当期変動額

剰余金の配当   △ 66,293  △ 66,293

親会社株主に帰属する当期純利益   195,061  195,061

自己株式の取得    △ 102 △ 102

自己株式の処分  1  3 4

連結及び持分法適用範囲の
変動等に伴う増加高（△は減少）

  △ 1,959 0 △ 1,958

土地再評価差額金の取崩   0  0

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

 △ 8   △ 8

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）      

当期変動額合計 － △ 7 126,809 △ 98 126,702

当期末残高 419,524 386,865 2,076,769 △ 132,162 2,750,997

当期首残高 269,282 △ 2,370 3,002 △ 9,339 63,363 323,938 342,782 3,291,015

当期変動額

剰余金の配当        △ 66,293

親会社株主に帰属する当期純利益        195,061

自己株式の取得        △ 102

自己株式の処分        4

連結及び持分法適用範囲の
変動等に伴う増加高（△は減少）

       △ 1,958

土地再評価差額金の取崩        0

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

       △ 8

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

43,834 262 △ 0 4,440 21,978 70,515 27,267 97,783

当期変動額合計 43,834 262 △ 0 4,440 21,978 70,515 27,267 224,486

当期末残高 313,116 △ 2,107 3,001 △ 4,898 85,341 394,453 370,050 3,515,501

繰延
ヘッジ
損益

土地
再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益

累計額合計

株主資本

その他の包括利益累計額

非支配株主
持分

純資産
合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本

合計

その他
有価証券

評価差額金
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【連結注記表】 

 

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 

1．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

連結子会社の数 377社 

主要な連結子会社名については、「1.当社グループの現況に関する事項(9)重要な子会社等

の状況」に記載している。 

なお、当連結会計年度より25社を新たに連結の範囲に加えている。その要因は平成29年３月

13日に行った日新製鋼㈱の子会社化関連（23社）、新規取得（２社）である。また、14社を連

結の範囲から除外している。その要因は清算（７社）、売却（５社）等である。 

 

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

NIPPON STEEL & SUMITOMO METAL U.S.A., INC.をはじめとする一部の連結子会社の決算日は、

12 月 31 日、１月 31 日である。これらについては、連結決算日（３月 31 日）との間に生じた

重要な取引について調整を行ったうえ連結している。 

 

2．持分法の適用に関する事項  

持分法を適用した関連会社の数 114社 

主要な持分法適用会社名については、「1.当社グループの現況に関する事項(9)重要な子会

社等の状況」に記載している。 

なお、当連結会計年度より関連会社３社を新たに持分法適用の範囲に加えている。また、関

連会社２社を持分法適用の範囲から除外している。 

 

3．会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

・満期保有目的の債券………償却原価法（定額法） 

・その他有価証券 

時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの……移動平均法による原価法 

 

② たな卸資産 

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定） 
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

主として定率法を採用している。 

ただし、建物については、主として定額法を採用している。また、平成 28 年４月１日以

降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用している。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりである。 

・建物        主として31年  

・機械装置       主として14年  

 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用している。 

なお、自社利用ソフトウエアの見込利用可能期間は主として５年である。 

 

③ リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

 

② 工事損失引当金 

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における未引渡工事の損失見

込額を計上している。 

 

③ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。 

 

(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① 重要な収益及び費用の計上基準 

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事

進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準

を適用している。 

 

② 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理している｡なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めている｡ 
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③ 重要なヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用している。なお、振当処理の要件を満たしている外貨建取引及び外

貨建金銭債権債務に係る、為替予約及び通貨スワップについては振当処理を採用している。

また、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理を採用している。 

 

④ 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ

る方法については、主として給付算定式基準によっている。過去勤務費用は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額法により費用処理

している。数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（主として10年）で、主として定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理することとしている。 

 

⑤ のれんの償却方法及び償却期間 

のれんの償却については、発生年度に効果の発現する期間の見積りが可能なものについて

はその年数で、それ以外のものについては５年間で均等償却を行っている。 

 

⑥ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。   

 

 

Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記 

 

1．担保に供している資産及び担保に係る債務 

資産の種類 
金額 

(百万円) 
債務の種類 

金額 

(百万円) 

現金及び預金 9 短期借入金 970 

建物及び構築物（純額） 3,784 長期借入金 5,383 

機械装置及び運搬具（純額） 6,826 （１年内返済予定分を含む）  

工具、器具及び備品（純額）   2 その他 447 

土地 10,855   

投資有価証券 11   

長期貸付金 4,883   

計 26,373 計 6,801 

このほか、関連会社等の借入金に対し、関連会社株式等1,261百万円を担保に供している。 

 

2．たな卸資産 

  商品及び製品（半製品を含む）    684,509百万円 

  仕掛品                69,461 

  原材料及び貯蔵品          626,031 

 

3．有形固定資産の減価償却累計額     8,652,376百万円  
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4．偶発債務 

  他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っている。 

(1) 保証債務 

 (保証債務残高) （うち実質負担額） 

AM/NS Calvert LLC 43,292百万円 43,292百万円 

武鋼新日鉄（武漢）ブリキ有限公司 19,430 19,430 

Jamshedpur Continuous Annealing 

 & Processing Company Private Limited 
8,428    4,130 

日伯ニオブ（株） 7,370 7,370 

TENIGAL, S.de R.L.de C.V. 6,507 6,507 

その他 1,463 1,260 

 計 86,492 81,991 

 

(2) 保証予約等              880百万円（実質負担額 720百万円） 

 

(3) 受取手形裏書譲渡高          1百万円 

 

5．土地の再評価 

一部の連結子会社及び持分法適用会社は、「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日

公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行っている。連結子会社において算定され

た評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「土地再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、また非支配株主に帰属する金額を「非支配株主持分」に計上し、こ

れらを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上している。また、持分法

適用会社において計上された再評価差額金については、持分に相当する金額を「土地再評価差

額金」として純資産の部に計上している。 

・再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号、

第４号及び第５号に定める方法により算出している。 

 

・再評価を行った年月日……平成14年３月31日 

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価が再評価後の帳簿価額を下回る額 

1,395百万円 

 

・再評価を行った年月日……平成13年３月31日 

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価が再評価後の帳簿価額を下回る額 

337百万円 

 

・再評価を行った年月日……平成12年３月31日 

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価が再評価後の帳簿価額を下回る額 

1,922百万円 
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Ⅲ．連結損益計算書に関する注記 

 

 （減損損失） 

製鉄セグメントにおいて、米国における鋼管事業を営む連結子会社等の有する事業用資産につ

いて、事業環境悪化に伴う収益性の低下により、減損損失を認識している。また、化学セグメン

トにおいて、中国においてコールケミカル事業を営む連結子会社の有する事業用資産について、

減損損失を認識している。加えて、システムソリューションセグメントにおいて、一部のデータ

センターの資産について、減損損失を認識している。 

 

 

Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

 

1．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数 

期末発行済株式数（自己株式を含む） 普通株式    950,321,402株 

期末自己株式数           普通株式    67,710,915株 

 

2．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

1株当たり 
配当額(円) 基準日 効力発生日 

平成 29年 
６月 27日 

定時株主総会 
普通株式 39,776 45 

平成 29年 

３月 31日 

平成 29年 

６月 28日 

平成 29年 
10月 27日 
取締役会 

普通株式 26,517 30 
平成 29年 

９月 30日 

平成 29年 

11月 30日 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの(予定)  

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
（百万円） 

1株当たり 
配当額(円) 基準日 効力発生日 

平成 30年 
６月 26日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 35,355 40 

平成 30年 

３月 31日 

平成 30年 

６月 27日 
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Ⅴ．金融商品に関する注記 

 

1．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は事業計画に照らして必要な資金（主に借入金やコマーシャル・ペーパー、社債発行）

を調達しており、その調達方法は資金所要の長短等の特性を踏まえ、決定している。また、余

剰資金の運用は安全性及び随時換金性を重視した運用に限定している。なお、当社は、デリバ

ティブ取引を行う場合には、事業活動の一環（当社事業活動により現実に行われる取引のリス

クヘッジの目的）としての取引（予定取引を含む）に限定し実施することとしており、トレー

ディング目的（デリバティブ自体の売買により利益を得る目的）での取引は一切行わない方針

としている。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金等は、顧客の信用リスクに晒されているが、当社は取引

相手先を仕入債務及び借入金と相殺可能な当社の主要仕入先または高格付会社に限定しており、

契約不履行に陥る信用リスクはほとんどないと判断している。また、製品等の輸出に伴う外貨

建の債権は為替相場変動リスクに晒されている。有価証券及び投資有価証券は、取引先企業等

との事業提携に関連する株式が主なものであり、市場価格変動リスクに晒されている。また、

関連会社等に対し、長期貸付を行っている。 

営業債務である支払手形及び買掛金等は、原則として一年以内の支払期日である。その一部 

には原料等の輸入に伴う外貨建のものがあり、為替相場変動リスクに晒されている。また、当

社の資金調達は、上記(1)に記載のとおりである。なお、長期借入金、社債の一部は変動金利

による調達であり、市場金利動向により支払負担額は変動する。 

有価証券、金利または通貨に係るデリバティブ取引については、①保有する有価証券の価値

変動リスクを回避するためのヘッジ取引、②資産・負債の金利変動に伴う市場リスクヘッジ及

び、固定金利付及び変動金利付の資産・負債の割合を維持するために行うヘッジ取引、③事業

活動の一環としての売買取引、資金取引、投融資等に伴う為替変動リスクを回避するためのヘ

ッジ取引に限定している。当社の実施するデリバティブ取引は有価証券の価値変動、将来の金

利変動または為替変動のリスクを有しているが、上記①、②、③を目的としていることから、

これらが経営に与えるリスクは限定的なものと判断している。 

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は与信管理規程に従い、取引先に対する与信管理状況について情報を共有化し、必要

に応じて債権保全策を検討・実施している。 

 

② 市場リスク（金利や為替等の変動リスク）の管理 

1)市場価格変動リスク 

有価証券及び投資有価証券については、適宜、時価の状況の把握及び事業上の必要性 

の検討を行っている。 

2)金利変動リスク 

借入金及び社債に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を 

利用している。 
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3)為替変動リスク 

外貨建債権債務について、事業活動の一環としての売買取引、資金取引、投融資等に 

伴う為替変動リスクを回避するために、為替予約、通貨スワップを利用している。 

 

なお、デリバティブ取引については、デリバティブ取引管理規程に則って執行している。 

当該規程において、金融商品に係るデリバティブ取引の実施にあたっては、取引方針等を資  

金運営委員会に付議し、資金運営委員会にて承認された事項について、必要に応じて経営会 

議・取締役会に付議または報告している。その上で、決定された範囲内で財務部長の決裁に

より取引を実行しており、あわせて取引残高・損益状況について、資金運営委員会に定期的

に報告することとしている。また、半期ごとにヘッジの有効性の評価を行っている。 

 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、各部署からの報告に基づき財務部が適時に資金繰り計画を作成・更新し、流動性 

リスクを管理している。また、不測の事態に備えて、コミットメントライン契約を結んでいる。 

 

なお、上記(1)から(3)については、連結子会社についても概ね当社と同様である。 

  

 

2．金融商品の時価等に関する事項 

平成30年３月31日（当連結会計年度末日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりである。 

  

                                   （単位 百万円） 

  
連結貸借対照表 

計上額（*） 
時価（*） 差額 

(1) 現金及び預金 108,782 108,782 - 

(2) 受取手形及び売掛金 678,579 678,579 - 

(3) 有価証券及び投資有価証券 
   

満期保有目的債券 12,766 12,772 5 

その他有価証券 840,578 840,578 - 

(4) 支払手形及び買掛金 (775,126) (775,126) - 

(5) 短期借入金 (300,632) (300,632) - 

(6) コマーシャル・ペーパー (76,000) (76,000) - 

(7) 1年内償還予定の社債 (85,700) (85,700) - 

(8) 未払金 (449,913) (449,913) - 

(9) 社債 (209,996) (215,686)   (5,689) 

(10) 長期借入金 (1,380,660) (1,403,870) (23,210) 

(11) デリバティブ取引 1,036  1,036  - 

（*）負債に計上されているものについては、（  ）で示している。また、デリバティブ取引

によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については、（  ）で示している。 
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(注1)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

 

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっている。 

 

(3) 有価証券及び投資有価証券 

これらの時価については、主として取引所の価格によっている。 

 

(4) 支払手形及び買掛金、(5) 短期借入金、(6) コマーシャル・ペーパー、(7)1年内償還予定の

社債、(8) 未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっている。 

 

(9) 社債、並びに(10) 長期借入金 

社債の時価については、市場価格によっている。また、長期借入金の時価については、元利

金の合計額を、新規に同様の調達を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により

算定している。変動金利による社債並びに長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされ

ており（下記(11)参照）、当該金利スワップと一体として処理されている元利金の合計額を、

同様の起債・借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方

法によっている。 

 

(11) デリバティブ取引 

為替予約の時価算定は、先物為替相場によっている。なお、振当処理によるものは、受取手

形及び売掛金、並びに支払手形及び買掛金と一体として処理されているため、その時価は、当

該受取手形及び売掛金、並びに支払手形及び買掛金の時価に含めて記載している（上記(2) 並

びに(4) 参照）。金利スワップの時価算定は、取引先金融機関から提示された価格等によって

いる。なお、特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている社債並びに長期借入金と一体と

して処理されているため、その時価は、当該社債並びに長期借入金の時価に含めて記載してい

る（上記(9) 並びに(10) 参照）。 

  

(注2)非上場株式等（連結貸借対照表計上額25,321百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ

シュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた

め、「(3) 有価証券及び投資有価証券 その他有価証券」には含めていない。 

 

 

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記 

 

１株当たり純資産額               3,563円80銭 

１株当たり当期純利益              221円00銭 
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株主資本等変動計算書（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）

（単位　百万円）

当期首残高  419,524  111,532  271,732  383,265  347  24  66,227  51  964,023  1,030,673 △128,120  1,705,343

当期変動額

特別償却準備金の取崩 △86  86 － －

固定資産圧縮積立金の積立  6,058 △6,058 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 △3,668  3,668 － －

特定災害防止準備金の積立  3 △3 － －

剰余金の配当 △66,293 △66,293 △66,293

当期純利益  118,275  118,275  118,275

自己株式の取得 △96 △96

自己株式の処分  1  1  3  4

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － －  1  1 △86 －  2,390  3  49,675  51,982 △93  51,890

当期末残高  419,524  111,532  271,734  383,266  260  24  68,617  54  1,013,698  1,082,655 △128,213  1,757,233

当期首残高 231,081 1,701 232,782 1,938,126

当期変動額

特別償却準備金の取崩 －

固定資産圧縮積立金の積立 －

固定資産圧縮積立金の取崩 －

特定災害防止準備金の積立 －

剰余金の配当 △66,293

当期純利益 118,275

自己株式の取得 △96

自己株式の処分 4

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

35,892 △1,260 34,631 34,631

当期変動額合計 35,892 △1,260 34,631 86,522

当期末残高 266,973 441 267,414 2,024,648

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

特別償却
準備金

投資損失
準備金

固定資産
圧縮積立金

特定災害
防止準備金

繰越利益
剰余金

評価・換算差額等

純資産
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計
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【個別注記表】 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 

 
1．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

・子会社株式及び関連会社株式････ 移動平均法による原価法 

・その他有価証券 

時価のあるもの･･････････････ 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

時価のないもの･･････････････ 移動平均法による原価法 

 

(2)たな卸資産 

・製品、半製品、仕掛品、原材料、 

貯蔵品（鋳型及びロール）･･････ 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      

・貯蔵品（鋳型及びロール以外）･･ 主として先入先出法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定） 

 

2．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用している。 

ただし、建物については、主として定額法を採用している。また、平成 28 年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用している。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりである。 

建物    主として 31 年 

機械及び装置  主として 14 年 

 

 

(2)無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用している。  

なお、自社利用ソフトウエアの見込利用可能期間は５年である。 

 

(3)リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 
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3．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

 

(2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上している。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度

末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっている。過去勤務費用

は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法によ

り費用処理している。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の

翌事業年度から費用処理している。 

 

4．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1)外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。 

 

(2)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用している。なお、振当処理の要件を満たしている外貨建取引及び

外貨建金銭債権債務に係る、為替予約及び通貨スワップについては振当処理を採用してい

る。また、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理を採用してい

る。 

 

(3)のれんの償却方法及び償却期間 

のれんの償却については、発生年度に効果の発現する期間の見積りが可能なものについ

てはその年数で、それ以外のものについては５年間で均等償却を行っている。 

 

(4)退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連

結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっている。 

 

(5)消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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Ⅱ．貸借対照表に関する注記 

 
1．有形固定資産の減価償却累計額  5,518,581 百万円 

 

2．偶発債務 

他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っている。 

(1) 保証債務 

 

 (保証債務残高) （うち実質負担額） 

AM/NS Calvert LLC 43,292 百万円 43,292 百万円 

武鋼新日鉄（武漢）ブリキ有限公司 19,430 19,430 

PT KRAKATAU NIPPON STEEL SUMIKIN 18,698 18,698 

NS-Siam United Steel Co.,Ltd. 9,411 9,411 

Jamshedpur Continuous Annealing 

 & Processing Company Private Limited 
8,428 4,130 

SOUTHERN TUBE LLC 7,412 7,412 

日伯ニオブ（株） 7,370 7,370 

TENIGAL, S.de R.L.de C.V. 6,507 6,507 

NIPPON STEEL & SUMIKIN CRANKSHAFT LLC 2,215 2,215 

NIPPON STEEL & SUMIKIN COLD HEADING WIRE 

INDIANA INC. 
1,472 1,472 

その他 1,869        1,355 

 計 126,108       121,295 

   

 

(2) 保証予約等                  107 百万円（実質負担額 107 百万円） 

 
3．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権               128,339 百万円    

長期金銭債権                              129,385 

短期金銭債務                757,667 

長期金銭債務                    568 

 

 
Ⅲ．損益計算書に関する注記 

 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

 売上高                 1,004,677 百万円 

 仕入高                 1,271,432 

営業取引以外の取引による取引高 

 資産譲渡等に伴う収入額          534,559 百万円 

 資産譲受等に伴う支出額          125,921 

 

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記 

 
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式              66,436,595 株  
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Ⅴ．税効果会計に関する注記  

 

繰延税金資産の発生の主な原因は、未払賞与、退職給付引当金及び減損損失の損金不算入額、

繰越欠損金であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金である。 
 

 

Ⅵ．関連当事者との取引に関する注記 

 

子会社及び関連会社等 

 

種類 
会社等 

の名称 

議決権等

の所有

(被所有)

割合 

関連当事

者との 

関係 

取引の 

内容 

取引金額

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

子会社 

日鉄住金

鋼鉄和歌

山㈱ 

（所有） 

直接 100% 

間接 0% 

資金の 

貸付 

 

鉄鋼 

半製品等 

の購入 

増資の 

引受 

(注) 

131,700 ― ― 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) 平成 30 年 4 月 1 日を効力発生日とし、当社を存続会社、日鉄住金鋼鉄和歌山㈱を消滅会

社とする吸収合併に先立ち、当社が日鉄住金鋼鉄和歌山㈱による第三者割当増資を引き受

けたものである。これにより日鉄住金鋼鉄和歌山㈱は債務超過を解消するとともに、払込

資金全額を原資として当社からの借入金の返済を実施している。 

 

 

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記 

 

  １株当たり純資産額        2,290 円 62 銭 

  １株当たり当期純利益       133 円 81 銭 

 

 

 

 

以 上 
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